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（
外
交
防
衛
委
員
会
）

経
済
上
の
連
携
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
マ
レ
ー
シ
ア
政
府
と
の
間
の
協
定
の
締
結
に
つ
い
て
承
認
を
求
め
る

の
件
（
閣
条
第
二
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

こ
の
協
定
は
、
我
が
国
と
マ
レ
ー
シ
ア
と
の
間
に
お
い
て
、
物
品
及
び
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易
の
自
由
化
及
び
円
滑
化
を
進
め
、

投
資
の
機
会
及
び
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
改
善
を
図
り
、
知
的
財
産
の
保
護
を
確
保
し
、
中
小
企
業
等
の
分
野
に
お
け
る
協
力
を
促

進
す
る
こ
と
等
を
内
容
と
す
る
両
国
間
の
経
済
上
の
連
携
の
た
め
の
法
的
枠
組
み
を
設
け
る
も
の
で
あ
り
、
二
〇
〇
五
年
（
平

成
十
七
年
）
十
二
月
十
三
日
に
ク
ア
ラ
ル
ン
プ
ー
ル
に
お
い
て
、
小
泉
内
閣
総
理
大
臣
と
ア
ブ
ド
ゥ
ラ
・
ア
フ
マ
ッ
ド
・
バ
ダ

ウ
ィ
首
相
と
の
間
で
署
名
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。

こ
の
協
定
は
、
前
文
、
本
文
百
五
十
九
箇
条
及
び
末
文
並
び
に
協
定
の
不
可
分
の
一
体
を
成
す
附
属
書
か
ら
成
っ
て
い
る
ほ

か
、
こ
の
協
定
に
関
連
し
、
実
施
取
極
が
作
成
さ
れ
て
お
り
、
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
各
締
約
国
は
、
原
産
品
に
つ
い
て
、
附
属
書
一
の
自
国
の
表
に
定
め
る
条
件
に
従
っ
て
、
関
税
を
撤
廃
し
又
は
引
き
下
げ

る
と
と
も
に
、
当
該
表
に
定
め
る
水
準
よ
り
も
関
税
を
引
き
上
げ
て
は
な
ら
な
い
。

な
お
、
両
締
約
国
が
実
施
す
る
関
税
の
撤
廃
及
び
引
下
げ
等
の
主
要
品
目
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
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１

我
が
国
に
よ
る
関
税
撤
廃
等
の
主
要
品
目

イ

鉱
工
業
品

ほ
ぼ
す
べ
て
の
鉄
鋼
・
鉄
鋼
製
品
に
つ
い
て
関
税
を
即
時
撤
廃

ロ

熱
帯
果
実

マ
ン
ゴ
ー
、
マ
ン
ゴ
ス
チ
ン
、
ド
リ
ア
ン
、
パ
パ
イ
ヤ
等
に
つ
い
て
関
税
を
即
時
撤
廃

ハ

バ
ナ
ナ

関
税
割
当
を
設
定
（
枠
内
税
率
は
無
税
、
割
当
数
量
は
毎
年
一
千
ト
ン
）

ニ

林
産
品

合
板
以
外
の
林
産
品
に
つ
い
て
関
税
を
即
時
撤
廃
。
合
板
に
つ
い
て
は
協
定
発
効
後
五
年
目
、
そ
の
後
に
は
五
年
ご

と
に
行
わ
れ
る
協
定
全
体
の
見
直
し
時
に
再
協
議

２

マ
レ
ー
シ
ア
に
よ
る
関
税
撤
廃
等
の
主
要
品
目

イ

自
動
車

現
地
組
立
車
用
部
品
に
つ
い
て
関
税
を
即
時
撤
廃
。
現
地
組
立
車
用
以
外
の
部
品
、
二
千
Ｃ
Ｃ
以
上
の
乗
用
車
等
に
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つ
い
て
は
段
階
的
に
関
税
を
引
き
下
げ
、
二
〇
一
〇
年
ま
で
に
関
税
を
撤
廃
。
そ
の
他
の
す
べ
て
の
完
成
車
に
つ
い
て

は
段
階
的
に
関
税
を
引
き
下
げ
、
二
〇
一
五
年
ま
で
に
関
税
を
撤
廃

ロ

鉄
鋼
・
鉄
鋼
製
品

ほ
ぼ
す
べ
て
の
鉄
鋼
・
鉄
鋼
製
品
の
関
税
を
十
年
以
内
に
撤
廃

ハ

温
帯
果
実

り
ん
ご
、
な
し
、
か
き
等
に
つ
い
て
関
税
を
即
時
撤
廃

二
、
原
産
地
規
則
、
原
産
地
証
明
及
び
税
関
手
続
並
び
に
原
産
品
に
対
し
て
両
締
約
国
間
に
お
い
て
の
み
と
ら
れ
る
二
国
間
セ

ー
フ
ガ
ー
ド
措
置
の
適
用
の
た
め
の
規
則
等
に
つ
い
て
定
め
る
。

三
、
各
締
約
国
は
、
投
資
活
動
に
関
し
、
他
方
の
締
約
国
の
投
資
家
及
び
そ
の
投
資
財
産
に
対
し
、
内
国
民
待
遇
及
び
最
恵
国

待
遇
を
与
え
る
。

、

、

、

。

四

各
締
約
国
は

他
方
の
締
約
国
の
サ
ー
ビ
ス
及
び
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
に
対
し

内
国
民
待
遇
及
び
最
恵
国
待
遇
を
与
え
る

五
、
各
締
約
国
は
、
知
的
財
産
の
十
分
、
効
果
的
か
つ
無
差
別
的
な
保
護
を
与
え
、
及
び
確
保
し
、
知
的
財
産
の
保
護
に
関
す

る
制
度
の
効
率
的
な
か
つ
透
明
性
の
あ
る
運
用
を
促
進
し
、
並
び
に
侵
害
、
不
正
使
用
及
び
違
法
な
複
製
に
対
し
知
的
財
産
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権
の
行
使
の
た
め
の
措
置
を
と
る
。

六
、
各
締
約
国
は
、
反
競
争
的
行
為
に
対
し
て
適
当
と
認
め
る
措
置
を
と
る
。

七
、
両
締
約
国
は
、
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
を
一
層
整
備
す
る
た
め
の
協
力
を
促
進
し
、
及
び
必
要
な
措
置
を
と
る
と
と
も
に
、
ビ
ジ

ネ
ス
環
境
の
整
備
に
関
す
る
小
委
員
会
を
設
置
す
る
。

八
、
両
締
約
国
は
、
農
業
、
林
業
、
漁
業
及
び
栽
培
業
、
教
育
及
び
人
材
養
成
、
情
報
通
信
技
術
、
科
学
技
術
、
中
小
企
業
、

観
光
、
環
境
並
び
に
両
締
約
国
政
府
が
相
互
に
合
意
す
る
そ
の
他
の
分
野
に
お
い
て
協
力
す
る
。

九
、
こ
の
協
定
の
解
釈
又
は
適
用
に
関
す
る
両
締
約
国
間
の
紛
争
の
解
決
手
続
に
関
し
、
仲
裁
裁
判
所
の
設
置
及
び
裁
定
、
仲

裁
裁
判
手
続
の
終
了
、
仲
裁
裁
判
所
の
裁
定
の
実
施
等
に
つ
い
て
定
め
る
。

十
、
両
締
約
国
は
、
こ
の
協
定
の
実
施
及
び
運
用
に
つ
い
て
の
一
般
的
な
見
直
し
を
こ
の
協
定
が
発
効
す
る
暦
年
の
後
五
年
目

の
年
に
行
う
も
の
と
し
、
そ
の
後
に
お
い
て
は
五
年
ご
と
に
行
う
。

十
一
、
こ
の
協
定
は
、
こ
の
協
定
の
効
力
発
生
に
必
要
な
そ
れ
ぞ
れ
の
国
内
法
上
の
手
続
が
完
了
し
た
旨
を
相
互
に
通
告
す
る

外
交
上
の
公
文
を
両
締
約
国
政
府
が
交
換
す
る
日
の
後
三
十
日
目
の
日
に
効
力
を
生
ず
る
。


